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議事日程 

  平成17年３月14日 午前10時 開 議 

 日程第１ 

  会議録署名議員の指名 

 日程第２ 

  第９号議案 平成17年度大洲市一般会計予 

        算 

  第10号議案 平成17年度大洲市国民健康保 

        険特別会計予算 
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  第15号議案 平成17年度大洲市簡易水道事 
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  第16号議案 平成17年度大洲市港湾施設事 

        業特別会計予算 

  第17号議案 平成17年度大洲市土地取得造 

        成特別会計予算 

  第18号議案 平成17年度大洲市土地区画整 
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  第21号議案 平成17年度大洲市公共下水道 

        事業特別会計予算 

  第22号議案 平成17年度大洲市駐車場事業 

        特別会計予算 

  第23号議案 平成17年度大洲市温泉事業特 

        別会計予算 

  第24号議案 平成17年度大洲市商業集積施 

        設管理特別会計予算 

  第25号議案 平成17年度大洲市水道事業会 

        計予算 
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  第26号議案 平成17年度大洲市工業用水道 

        事業会計予算 

  第27号議案 平成17年度大洲市病院事業会 

        計予算 

  第47号議案 大洲市総合計画審議会条例の 

        制定について 

  第48号議案 大洲市立保育所条例の一部改 

        正について 

  第49号議案 町税の徴収等の特例に関する 

        条例等の廃止について 

  第50号議案 市道の路線認定について 

  （全議案に対する質疑並びに市政全般に対 

  する質問） 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

本日の会議に付した事件 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 第９号議案～第27号議案、第47号 

      議案～第50号議案 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

午前10時03分 開 議 

○田中堅太郎議長 これより本日の会議を開き

ます。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○田中堅太郎議長 本日の議事日程は、お手元

に配付してあるとおりであります。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○田中堅太郎議長 まず、日程第１、会議録署

名議員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員に９番桝田和美議員、

10番村上常雄議員を指名いたします。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○田中堅太郎議長 次に、日程第２、第９号議

案から第27号議案及び第47号議案から第50号議

案の議案23件を一括して議題といたします。 

 全議案に対する質疑並びに市政全般に対する

質問を行います。 

 この際、申し上げます。各議員の今後の発言

時間は、申し合わせのとおり、１人当たり30分

以内と制限いたします。 

 通告がありますので、順次発言を許します。 

 まず、中野寛之議員の発言を許します。 

○７番中野寛之議員 議長 

○田中堅太郎議長 中野寛之議員 

〔７番 中野寛之議員 登壇〕 

○７番中野寛之議員 大洲市議会議員無所属大

洲市民派の中野寛之です。新大洲市初の定例議

会におけます最初の質問者として一般質問に入

ります前に、一言だけ述べさせていただきま

す。 

 先月２月13日に投開票が行われました新大洲

市長選挙の結果、大森隆雄市長が初代の新大洲

市長として新市最初の４年間のかじ取りを行う

ことになりました。 

 この長かった選挙戦を振り返って見ますと、

候補者個人への聞くにたえない中傷やまた怪文

書が多数出回るなど、さきの12月議会で私が危

惧したような結果になってしまい、大変残念で

ありました。 
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 また、その選挙結果におきましても、従来の

市政のあり方に対しまして大洲市民の皆さんの

厳しい審判が下ったものであると私は解釈して

おります。 

 私は大森市長に対しましても、市長が市民と

の公約を守るのか否かという観点で是々非々の

立場で質問をしてまいります。これは桝田前市

長の時代と同様であります。大森市長にとりま

して耳の痛い発言もあろうかとは思いますが、

批判の中にこそ真実は存在するものです。人間

というものは一たん権力の座につくとえてして

周囲はごますりばかりとなり、都合のよい社交

辞令のお世辞を真に受けてしまうようになって

しまうものです。大森市長におかれましては、

公約を常に忘れず、目線を市民に合わせ、私利

私欲なく市政の運営に当たられることを心より

期待しております。 

 それでは、ただいまより新大洲市最初の一般

質問に入らせていただきます。理事者におかれ

ましては、誠意ある答弁をいただくよう重ねて

お願いいたします。 

 まず最初に、大森市長の選挙公約の第１であ

ります財政再建問題についてお尋ねいたしま

す。 

 今議会に提案されました平成17年度当初予算

案は、一般会計では昨年度比11％の減となって

おります。しかし、これを性質別に見ますと、

普通建設事業費の対前年度比80.7％の減額分が

大きな割合を占めております。 

 大森市長によりますさきの提案理由説明で

は、今年度の当初予算案は骨格予算であり、補

正予算をもって肉づけしていきたいとのことで

ありました。しかし、もし昨年並みの事業を実

施すれば、一般会計予算額は昨年と同水準にな

ってしまい、これでは財政再建とは言えませ

ん。具体的な財政再建策について理事者はどの

ような方策をお考えかお聞かせください。 

 ２点目としまして、数値目標についてお伺い

いたします。 

 当面の間市税や地方交付税といった一般財源

の伸びが期待できない以上、出を減らす、つま

り歳出抑制が必要であります。実際に財政再建

に取り組むためには、具体的にこれだけ借金を

減らしていくのだという数値目標が必要なので

はないでしょうか。この点理事者の見解をお聞

かせください。 

 ３点目としまして、投資的経費の抑制につい

てお伺いいたします。 

 合併前の大洲市では、平成15年度決算額で市

民１人当たりの投資的経費は約10万9,000円

と、県内ほか12市との比較で最も高い金額でご

ざいました。財政健全化のためには、この投資

的経費を抑制していくことが第１の課題である

と私は考えておりますが、この点理事者の見解

をお聞かせください。 

 次に、補助金交付団体について質問いたしま

す。 

 大洲市から補助金を交付しております団体の

役職に議員が就任している問題でございます

が、本来議会はこれら補助金が適正に支出され

ているかどうかをチェックするためのものであ

ります。政治倫理の観点からも、私は議員の役

職就任を自粛するべきであると以前より現在も

考えております。 

 大森市長におかれましては、かつて市議会議

員時代にこれらの問題に関しまして積極的に問

題提起をなされておりました。現在は市長とな

りましてお立場は変わりましたが、この問題に

対する見解と今後の方針をお聞かせください。 

 大項目の３番目としまして、各種審議会につ

いてお尋ねします。 

 大洲市には審議会、委員会、協議会など各種

審議会が多数存在しております。本来行政機構

に対する諮問機関として機能すべき各種審議会

ですが、多くの委員は各種団体からのいわゆる

充て職で任命されておるのが実情です。在野か

らの人材発掘、育成及び住民参加の観点から、

ぜひとも公募制を導入すべきではないかと考え
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ております。 

 大洲市行政に興味、関心があり、やる気あふ

れる民間人の人材を活用するため、各種審議会

に公募制を導入し、百家争鳴の議論を起こすこ

とが形式民主主義から脱するために必要なので

すと私はさきの12月議会でも前市長に提案いた

しましたが、検討することさえも拒否されてし

まいました。この提案に関しまして大森新市長

の御見解をぜひお聞かせください。 

 次に、市民サービスの向上について質問いた

します。 

 松山市や八幡浜市、今治市など県内他市では

大きな名札の着用をソフト面でのサービス向上

を目的に導入し、効果を上げております。大洲

市におきましても、市町村合併に伴いまして各

支所から本庁に来られた職員の方々は、現在大

きな名札を使用しております。この際、名札を

大きなものに統一してはどうでしょうか。新生

大洲市を市民の皆さんにアピールする絶好の機

会でもありますし、また費用もさほどかかりま

せん。理事者の見解をお聞かせください。 

 ５番目といたしまして、市議会任期特例問題

についてお尋ねします。 

 本年１月11日、大洲市、長浜町、肱川町、河

辺村の１市２町１村が合併して新しい大洲市が

誕生しました。そもそも合併の目的は、行政の

効率化と行政コストの削減にあります。しかし

ながら、合併協議会においては、在任特例を適

用して議員の10カ月間の在籍を認めておりま

す。これにより現在の市議会議員の数は56人に

膨れ上がり、議員報酬だけで4,000万円を上回

る多額の財政支出を迫られることになりまし

た。これらが合併への目的に逆行する行為であ

ることは明白であります。 

 全国また愛媛県内の各地でも合併に伴う議員

在任特例に対する厳しい世論を受け、リコール

や自主解散に追い込まれております。ここ大洲

市でも当然住民の大多数は在任特例適用に反対

の声を上げているのです。大洲市議会におきま

しても、現在特別委員会を設置し、議論の途中

であります。財政再建を公約の第１に掲げられ

て当選されました大森市長におかれましては、

この問題に関しましてどのような御見解をお持

ちかぜひお聞かせください。 

 最後に、市長の公職選挙法抵触問題について

質問をいたします。 

 大森隆雄市長の後援会が会長名で当選あいさ

つのはがきを有権者らに送付したほか、徳森地

区の市職員でつくる親睦会で、３月３日夜に市

内の飲食店で開きました市長就任祝賀会に市長

が出席し、あいさつしていたことなどが、新聞

及びテレビニュース等で報道されております。 

 これを受け、３月９日の提案理由説明の中

で、市長自身からのおわびの言葉があったわけ

ですが、これら一連の報道に関しまして市長自

身による事実経過の詳細な説明を求めます。 

 また、公職選挙法におきましては、当選あい

さつ目的の文書配布や祝賀会でのあいさつ行為

などを禁じております。しかし、多くの市民は

このことを知りません。市民の方が、選挙の前

だけお願いをしておいて、終わったら何のあい

さつもないと言われておるのを私も何度も見聞

きしたことがございます。公職選挙法について

もっと広報を行い、きちんと周知徹底を図るこ

とが有効な再発防止策だと考えますが、この点

理事者の見解をお聞かせください。 

 以上で私の一般質問を終わらせていただきま

す。御清聴ありがとうございました。 

○大森隆雄市長 議長 

○田中堅太郎議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 それでは、ただいまの中野寛

之議員の御質問にお答えをしたいと思います。 

 まず最初に、初代の市長として頑張れという

意味の御激励があったかと思うんですが、その

ようなことで一生懸命やってまいりたいと、こ

のように思っておりますんで、議員各位におか

れましては、どうぞひとつ変わらぬ御支援をい
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ただきたいと、このように思う次第でございま

す。 

 それでは、まず最初に財政再建問題について

でございますが、具体的な財政再建策をどう考

えておるのかということでございますが、政府

の聖域なき構造改革、官から民へ、国から地方

への流れの中、三位一体改革や市町村合併に象

徴されますように、改革の時代と現在なってお

ります。 

 これまでの自治体は、地方交付税の財源保障

機能により税収の多寡にかかわらず一定の行政

水準を維持することができてまいりました。し

かし、改革の時代の中、地方交付税の財源保障

機能の縮小等が進められ、今までのように地方

交付税を通じた財源保障のもとでの国に依存し

た行政運営から、みずからの財源による自主的

でより責任のある財政運営が必要となってまい

っております。 

 新大洲市がスタートをいたしましたが、合併

により歳入が増加するわけでもなく、逆に合併

に伴う新規の財政需要も見込まれますために、

合併による財政的効果を早期に実現する行政運

営が求められております。 

 地方交付税等の歳入の減少に対応し、新市の

収支バランスを維持するためには、行政サービ

スのコストに合わせた受益者負担の見直し等に

よる歳入確保とともに、事務事業の整理合理

化、組織機構の見直し、民間委託や補助金等の

整理合理化、さらには特別職や職員の給料等の

抑制見直しを含む聖域なき歳出削減を図り、歳

入に見合った維持可能な財政構造の構築を強力

に推し進める必要があると考えております。 

 地方財政を取り巻く厳しい状況下、議員さん

方を初めとする市民の皆様の英知を結集し、バ

ランスある財政運営に全力を傾けたいと考えて

おりますので、議員さん各位におかれましても

御支援、御協力をお願いを申し上げたいと思っ

ております。 

 次に、数値目標についてでございますが、ど

う考えておるのかという御質問でございます

が、昨年旧大洲市において設置しておりました

大洲市財政健全化委員会で財政健全化へのさま

ざまな検討や取り組みを行ってきております。

今後それらも参考にし、また各界各層の御意見

等も十分お聞きしながら、削減目標値などを設

定し、財政健全化に向けて鋭意努力をしてまい

りたいと考えております。 

 次に、投資的経費の抑制についてでございま

すが、財政再建のためには投資的経費の抑制は

やむを得ないと思っております。しかし、新大

洲市の経済が停滞しないためにも、ある程度の

事業推進は必要であり、住民のニーズにこたえ

るためにも、地域バランスをとった上での事業

の実施は必要と考えております。 

 それら事業計画の中で財政再建とのバランス

を十分勘案し、公債費比率、起債制限比率等を

見きわめながら目標数値を設定し、今後の財源

を見通しながら新しい時代にふさわしい魅力的

なまちづくりの実現に向けて計画的に施策を展

開していきたいと、このように基本的に考えて

おります。 

 次に、大きい２番目の問題でございます補助

金交付団体について、議員の兼職問題について

どう思うかということでございます。 

 中野議員御指摘のとおり、平成14年私が市議

会議員の当時、検討委員会の委員長として議会

としての考え方を十分検討したところでありま

す。その際、いろいろな御意見があったと記憶

しておりますが、結果として、市から補助金等

を受けている団体の役員への就任に関しまして

は、議会の透明性、公平性を確保するために

も、各自が市議会議員という自覚を持って自己

の判断で対応することとしたわけでありまし

た。 

 私個人といたしましては、議員の口ききによ

る団体への補助金支出、予算に関しての問題が

なきにしもあらずといったことや、兼務がふえ

てまいりますと、それだけ会議の出席等にも支
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障が生じるなど、団体への役員就任は少々控え

るべきではないかなと考えております。 

 そういう考えではありますが、団体設立の経

緯やそれぞれの事情もあるかと思いますし、団

体の人事に介入できるものでもありませんの

で、基本的には各種団体の御理解と議員お一人

お一人の各位の御判断にゆだねたいと考えてお

ります。 

 それから、次の公募制度の問題、若干触れて

おきたいと思いますが、言われましたように、

これはできるだけ女性も含めた広い範囲の声を

反映しながらやっていくというのが建前であろ

うと思います。具体的にまだどうするというこ

とがなかなか形にはなっておらないわけです

が、前向きにそういうことも含めて、新年度に

私就任しましてから当たりまして、できるだけ

女性が、６割おられるわけですから市民の皆さ

んの中には、女性の声も反映したらということ

で、選挙管理委員さん、いろんな任命をさせて

もらう委員さんに女性の方を加わってもらうよ

うな考え方では取り組んでおりますんで、そう

いうものを踏襲して今後やってまいりたいと思

っております。 

 具体的にはまた他の方から説明をしていただ

きますんで、お聞き取りをいただきたいと思い

ます。 

 それから、５番目の在任特例の市長の見解を

ということでございます。 

 これは御案内のように、議員の任期につきま

しては、合併協議会の協議の場においてもさま

ざまな検討がなされました。委員の皆様からは

地域の声を伝え、政治的な空白感を生じないよ

う在任特例を適用すること、合併最初の選挙だ

けは選挙区を設けること、合併の趣旨に照らし

住民の理解の得られる範囲での在任特例を希望

するなど、さまざまな意見が出された経緯がご

ざいます。そういった協議を経て、最終的には

旧市町村議会における協議結果の報告を受け、

合併特例法の規定により、本年10月31日まで在

任特例を適用するとの確認がなされたところで

あります。 

 しかしながら、この任期の取り扱いをめぐっ

ては多くの合併市町村で財政の効率化に反する

などと住民の批判を浴び、議会自体が自主解散

を決めたり、リコール運動が開始されたりと、

混乱が生じている現状があるのも事実でござい

ます。 

 このようなことから、当市においても、議会

の方で１月開催の臨時議会で議員在任特例検討

特別委員会を設置され、在任特例の適用が妥当

かどうかという検討が現在なされております。 

 私といたしましては、そういった場でいずれ

適切な判断が出されるものと思いますし、出さ

れた結論は尊重すべきものと考えております。

合併協議の場には私自身も出席をしておりまし

たし、ともに確認をしてきた事項でありますの

で、今私の立場で具体的な見解を申し上げるこ

とは差し控えたいと思いますが、以上特別委員

会の推移を見て判断をさせていただきたいと、

このように思っておる次第でございます。 

 それから、最後の公職選挙法の抵触問題でご

ざいますが、まことに一般社会通念上の問題と

してとらえておった感があったわけでございま

すが、公職選挙法というものの深い認識が足ら

なかった点、この点はコメントをいたしました

とおり、深く反省をしておるところでございま

して、以後こういうことのないように、それか

ら言われましたように、一般的にも割合この問

題、解釈の仕方でよくわかってない点があるん

ではないかということを私今回身をもって経験

をいたしましたんで、また機会をとらえながら

そういう問題も含めて、お互いも見識を高める

意味で勉強していきたいと、このように思って

おる次第でございます。 

 以上、中野議員さんの私からの答弁にかえさ

せていただきます。 

○上村孝廣総務副部長 議長 

○田中堅太郎議長 上村総務部副部長 
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〔上村孝廣総務部副部長 登壇〕 

○上村孝廣総務部副部長 私からは、公職選挙

法抵触問題についてお答えをいたします。 

 まず、御質問の経過についてでございます

が、去る３月４日、本件が公選法に抵触してい

るのではないかとの情報提供を受けまして、同

日関係職員から開催の趣旨、会の内容等を聴取

をいたしました。その経過の内容につきまして

は、次のとおりでございます。 

 ３月３日市内の飲食店にて徳森地区の職員で

構成する親睦会徳森会が、徳森会会長の定年退

職に伴う送別会、またあわせて特別職の就任祝

いを行った。以前から同会の顧問になっている

大森市長をいつもと同様顧問として案内をし、

それを受け送別会兼祝賀会に出席いただいたと

いうことでございます。 

 この事情聴取を踏まえ、選管で検討を行いま

した結果、本件につきましては、この会が例年

この時期に開催しているものであり、また顧問

としての立場からあいさつを求められ、会の合

間にあいさつされたものと認識をし、解説書で

見る限り、公職選挙法第178条第５号に規定す

る当選祝賀会、その他の集会の開催禁止には該

当しないとの考えに至ったわけでございます。 

 次に、当選お礼はがき送付の件であります

が、自筆の親書及び当選または落選に関する祝

辞、見舞い等の答礼のためにする親書の頒布ま

たは掲示につきましては、法により制限が設け

られております。 

 今回の件では、後援会におきまして送付の開

始後、法に抵触のおそれがあるため直ちにその

送付を中止され、結果として少数の送付にとど

まったものと理解をいたしております。 

 今後の対応策につきましては、候補者、関係

者を初め市職員や市民に対し、例えば一つのテ

ーマを決めて選挙一口メモといったシリーズも

ので市広報による周知を初め、ホームページを

通し、また選挙時はもちろんのこと、平常時に

おきましても、公職選挙法の趣旨等について常

時啓発を行い、明るくきれいな選挙の推進とと

もに、周知徹底を図ってまいりたいと考えてお

りますので、御理解を賜りたいと存じます。 

 以上、お答えといたします。 

○神元崇人事秘書課長 議長 

○田中堅太郎議長 神元人事秘書課長 

〔神元崇人事秘書課長 登壇〕 

○神元崇人事秘書課長 中野議員さんの御質問

中、各種審議会・委員会委員選任に当たっての

公募制の導入について、これについては改めま

して、それと職員の名札統一について、この２

点についてお答えを申し上げます。 

 まず、委員の公募制導入についてでございま

すが、従来の選任方法につきましては、主に行

政側から各種団体の長に対する指名方式いわゆ

る充て職でございました。そうしますと、１人

の方のお顔をあちこちの審議会等でお見かけを

する。そういうのは余りよろしくないのではな

いかということから、団体の副代表の方あるい

はその他の役員を指名することで、より多くの

皆様に参画いただけるよう枠を広げてきた経過

がございます。 

 最近では手法を変えまして、逆に団体の側か

ら推薦をいただいてという選任方法をとってい

る場合も審議会等によってはございます。そう

いった意味では、公募制の導入も市民の市政参

画への新しい手段の一つであり、それも時代の

流れかとは考えますが、一方で公募制を既に導

入している自治体からは、応募者が少なくて対

応に苦慮しているというような状況を聞きます

と、時間をかけてまで実施する必然性は少ない

のではないかと二の足を踏まざるを得ないとい

うのが現在の考え方でございます。 

 今後におきましては、先進事例地における公

募委員の応募状況にふえたり減ったりという変

化はないか、応募者がいなくて既に公募制を中

止したという自治体はないか、公募委員が加わ

ることで会議の内容に変化、活性化は生じてき

たか、そのような状況につきまして再度調査を
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進めました上で、それらの結果を判断材料とし

て導入すべきであるか否か、先ほど市長が申し

ましたように、前向きにかつ慎重に検討してま

いりたいと考えております。 

 次に、２点目、職員の名札を大きくし、市民

サービスの向上をと御提案でございますが、当

然のことながら、合併前におきましてはそれぞ

れの市町村で種類の異なる名札を着用いたして

おりました。合併を機に名刺サイズの台紙を使

用するビニール製の名札を導入したのでござい

ますが、新市になっても所属名が変わらず、従

前の名札がそのまま使用できる部署において

は、経費節減を目的に従前の名札を使用するこ

とを原則といたしております。 

 一方、所属の新設、名称の変更あるいは所属

職員の増員等により、同じ所属内において統一

が図れないといった場合には、大きな名札を着

用することにいたしておりまして、結果としま

して来庁者の多い本庁の市民課、税務課など、

そして各支所においては大きい名札に統一して

おりますので、市民の皆様が名札の大小で困惑

され住民サービスに影響が生じるといったよう

なことはまずないものと考えております。 

 これまでの小さい名札は単価が770円、私が

今着用しております名札は単価が210円、

1,000人分購入したといたしましても21万円で

ございます。そういうことから、単価の安い大

きい名札に切りかえようとしているのでありま

して、今統一をしようと思えばできない額では

ございませんが、ただもったいない、使えるも

のは使おう、そういう意識を職員の皆さんに持

っていただきたい。名札１個、紙１枚、そうい

う小さなことにも目を向けていかなければ財政

改革は容易にはなし得ないという職員の意識改

革を促す意味からも、現段階ではあえてそのよ

うにしているのでございます。 

 加えて申し上げますと、議員御指摘のよう

に、全体的な統一を図ることは、合併に伴いま

す分科会協議の中でも調整いたしておりますの

で、その考えがないわけではありません。順次

切りかえながら統一してまいる予定でございま

す。 

 以上、お答えといたします。 

○田中堅太郎議長 再質問はありませんか。 

○７番中野寛之議員 議長 

○田中堅太郎議長 中野議員 

〔７番 中野寛之議員 登壇〕 

○７番中野寛之議員 それでは、再質問をさせ

ていただきます。２点再質問をさせていただき

ます。 

 まず、１点目、財政再建問題の具体的な方策

に関してです。 

 先ほど市長答弁におきまして、受益者負担ま

た事務の効率化など聖域なき財政改革という言

葉がございました。そのように方向性は出てお

るのですが、この聖域なき財政改革をいつどの

ような形で一体明らかにしていくのか、具体案

はいつ出てくるのか、その点再度御答弁をお願

いいたします。 

 また、もう一つ、５番目の市議会議員の任期

特例問題に関して再度質問いたします。 

 先ほど大森市長が言われましたように、この

問題、住民からの批判は大変強い問題でござい

ます。市長も申されたように、自主解散やリコ

ール、そのような事態になると、これは大洲市

内の混乱が起きることは必至であります。ま

た、大森市長が下馬評を破り当選されたのは、

何をおいても財政再建を訴えたからです。だか

らこそ議会に対する市民の厳しい視線があるも

のと私は解釈しております。 

 委員会の結論が出るまでは自身の考えを述べ

るのは避けたいということでございましたが、

大森市長自身の考えを再度答弁お願いいたしま

す。 

○大森隆雄市長 議長 

○田中堅太郎議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 ただいまの中野議員さんの再
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質問にお答えしたいと思いますが、まず財政再

建問題でございますが、具体的に数値のことも

あろうと思いますが、まだ就任して当座でござ

いまして、６月に、冒頭申し上げておりますよ

うに、政策的なものも含めまして優先順位をつ

けて、限られた財源でございますのでやりた

い。そこで初めて私の考えておること、言って

きたこと、そんなものがカラーとして出てこよ

うかと思いますんで、その辺までひとつ懸命に

日々研さんを積んでまいりますので、御猶予を

いただきたいと、このように思っております。

この場で具体的にどうこうというのもまだ準備

不足の点もございますし、そこら辺鋭意勉強中

でございますんで、しばらくの間御猶予をいた

だいて、６月にはちゃんとしたものを出してま

いりたいと、このように思っておる次第でござ

います。 

 それから、５番目の在任特例の問題また財政

にかかわる問題でございますが、これは先ほど

も申しましたように、一応立場もこういうこと

で変わりましたので、特別委員会の委員さん方

が鋭意検討されとることをやっぱり尊重をいた

しませんと、それまでに議員として仲間でおっ

たうちに私の考えというものはある程度再三お

話もしておりますし、率直な意見交換もしてお

りますので、十分御承知の上で中野議員言われ

とると思いますので、その辺のこともひとつ特

別委員さん方のお立場を尊重して、結ばれた結

論には私も多分全然違うとこの結論は出ないと

思っておりますので、またその方向で努力をさ

せていただきたいと、このように思っておる次

第でございます。 

 以上、再質問の御答弁にかえさせていただき

ます。 

○田中堅太郎議長 再々質問はありませんか。 

 次に、神井惠一郎議員の発言を許します。 

○44番神井惠一郎議員 議長 

○田中堅太郎議長 神井惠一郎議員 

〔44番 神井惠一郎議員 登壇〕 

○44番神井惠一郎議員 ただいま議長の許可を

得ましたので、通告しておきました旧肱川町に

とりましては最も重要な課題であります山鳥坂

ダム問題について理事者のお考えをお伺いし、

前向きな御答弁を期待し、質問に入ります。 

 まず、山鳥坂ダム建設事業についてでござい

ますが、昭和57年当時の建設省、愛媛県より予

備調査の要請を受けて既に23年を経過し、水没

地域の住民の皆さんには先行き不透明な中で小

学校の閉校、著しい人口の減少、高齢化が進む

中で、長期にわたる精神的な痛みや不安が続い

ているところであります。 

 山鳥坂ダムは、当初の基本計画では、治水、

利水を目的とした特定多目的ダムでスタートし

たわけでありますが、紆余曲折ありまして、中

予分水事業の中止により、河川法に基づく治水

目的のダムとして環境アセスメントを実施した

上で、15年程度での完成を目指して推進する運

びとなったわけであります。 

 その間、肱川町議会におきましても、ダム推

進特別委員会を設置、ダム建設に伴う交通通

信、農林水産、商工観光、環境衛生、教育文

化、その他あらゆる影響について調査研究する

など、議員全員協議会、山鳥坂ダム建設協議会

など関係する会議を積み重ねまして、国土交通

省を初め関係機関に対し、事業推進と早期着工

の要請を続けてきたところであります。 

 水源地の肱川町の諸般の事情を御賢察いただ

きまして、理事者各位におかれましても、新大

洲市の最重要課題として位置づけをしていただ

き、課題解決に至ってない次の５点について、

旧肱川町の実情を御理解いただき、問題解決と

事業推進に積極的に取り組んでいただく必要が

あろうかと考えますが、理事者の御所見をお伺

いいたします。 

 まず、第１点の環境影響評価アセスメントに

ついてでございますが、このことについては、

平成３年から進められた環境調査も、平成17年

度からいよいよ法に基づいての環境アセスメン
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トの具体的段階に入るわけでありますが、18年

度末の工事着工に向かってスムーズに行われる

よう市としても積極的な協力をするとともに、

国土交通省、県とも連携を密にして速やかに工

事着手がなるよう取り組んでいただきたいわけ

であります。 

 次、２点目に、つけかえ道路の整備について

でございますが、既に国土交通省の実施区間は

測量も40％近く進んでいる状況であります。県

実施区間の1.1キロメートルについては、入り

口の非常に極めて重要な区間であるにもかかわ

らず、まだ測量ができていない状況にあるわけ

でございます。県、国土交通省と連携を取り、

速やかな解決を図っていただきたく願うわけで

ございます。 

 次、３点目に、京造地区のダム建設受け入れ

時の要求についてでありますが、ダム建設予定

地の直下流域の集落京造地区により、ダム建設

受け入れ時に要求が出されておりますが、国土

交通省、県に対しこれら実現について要請を願

いたいわけであります。 

 ４点目に、水没地域岩谷地区の生活再建につ

いてですが、平成16年５月11日には、平成４年

に締結された水没地域振興の覚書中、予分水事

業から離れた山鳥坂ダム建設事業での新しい覚

書が旧肱川町、国土交通省、愛媛県並びに流域

の大洲市、長浜町、河辺村の６者代表により調

印がなされたことは御案内のとおりでありま

す。この覚書は、山鳥坂ダム事業の進め方、肱

川町の水源地対策と生活再建の配慮など５項目

で構成されておりまして、合併前に流域市町村

が一体となって山鳥坂ダム建設事業を推進する

ことが確認されているわけであります。この覚

書事項の実現に最善の努力を図っていただきた

いのであります。 

 次に、鹿野川ダムの改造についてでございま

すが、平成16年９月13日には、国土交通省、愛

媛県とで肱川水系河川整備計画を策定、山鳥坂

ダム建設を初め鹿野川ダムの改造、堤防整備、

肱川の治水と環境改善のため、今後30年間で事

業を実施すると位置づけられており、肱川流域

の12市町村が策定いたしました清流保全条例の

目的である河川の浄化と環境の保全また洪水調

節を図る上でも、鹿野川ダムの改造は不可欠で

あると考えますが、山鳥坂ダム工事着手の段階

でできるだけ早期の事業化が図られるよう、関

係機関への働きかけを願いたいわけでございま

す。 

 以上、山鳥坂ダム問題４点と鹿野川ダム改造

について理事者の御所見をお伺いするわけでご

ざいますが、これらは旧肱川町にとりましては

最も重要な課題でございまして、今定例会初日

に大森市長の所信表明でも明らかにされている

ように、河川整備計画を進めていく上で、関係

上流地域住民への配慮を十分されていると理解

をいたしておりますが、肱川固有の問題も御理

解いただきまして、山鳥坂ダム事業が一日も早

く進みますよう前向きな御答弁を期待いたしま

して私の質問を終わります。御清聴ありがとう

ございました。 

○大森隆雄市長 議長 

○田中堅太郎議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 それでは、ただいまの神井議

員さんの質問にお答えをいたします。 

 山鳥坂ダムは平成６年８月１日に特定多目的

ダム法に基づき建設に関する基本計画が告示さ

れたところでありますが、その後の経過から、

河川整備計画では利水事業を含まない治水ダム

として位置づけられております。このことか

ら、現在特ダム法に基づく基本計画の廃止手続

中と聞いております。 

 山鳥坂ダムの環境影響評価につきましては、

平成17年度から法に基づく手続を開始、平成

18年度末の事業実施を目指し取り組んでいると

聞いております。 

 本市といたしましても、手続がスムーズに行

えるよう積極的に協力するとともに、円滑な事
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業着手につなげれるよう懸案事項の解決に取り

組みたいと考えております。 

 県道改良につきましては、早期に着手できる

よう地元住民の方々の御理解と協力を得られる

ように、関係機関とも連携しながら、本市とい

たしましても最大限努力したいと考えておりま

す。 

 ダム建設予定地直下流に位置する京造地区に

ついては、要望書の内容を精査し、可能な範囲

で要望実現に取り組みたいと現在考えておりま

す。 

 神井議員の御指摘のとおり、水源地域の皆様

にはダム建設が発表されて以来二十有余年の長

きにわたり生活再建や県道改良の問題等、精神

的な苦痛ははかり知れないものがあったと考え

ております。このことから、水源地域に対して

生活再建構想の方針を示すことにより不安の払

拭が図れるよう、水源地域再建基本計画を策定

中であり、より実現性の高い水源地域整備計画

となるよう、愛媛県と調整を図りたいと考えて

おります。 

 次に、鹿野川ダムの改造についてでございま

すが、鹿野川ダムの改造につきましては、河川

整備計画におきまして、愛媛県から国土交通省

に移管した後、発電容量と治水容量を廃止し、

洪水調節容量の増加と河川環境容量の新設が行

われてまいります。 

 また、貯水池水質保全対策として曝気装置に

よる水質浄化のほか、選択取水設備の設置やダ

ム流入部の底泥処理等も行うとされており、議

員の御指摘のとおり、肱川の浄化、環境保全ま

た洪水対策のため鹿野川ダムの改造は不可欠と

考えております。このことから、早い時期に事

業化ができるよう関係機関に強く要望したいと

考えております。 

 また、山鳥坂ダム工事事務所でも新規事業が

できるよう取り組んでまいるというふうに伺っ

ております。 

 この問題につきましては、議員さん御指摘の

とおり、選挙期間中にもいろいろやりとりがご

ざいました。私も実態につきましてまだまだよ

くわかってない点もあるわけでございますが、

この議会の本会議中でございますが、22日に岩

谷地区に初めて地権者の関係者の方々の集会へ

行って勉強かたがたいろいろお話を聞かせても

らうということになっております。国土交通省

あるいは愛媛県からの再三のレクチャーも受け

ておるわけでございますが、言われましたよう

に、長い間御不便また精神的な苦痛を煩わせて

おるわけでありますんで、私もその辺の実態を

よく聞かせていただいて、一日も早くこの問題

の緒につけていきたい。 

 それから、鹿野川地区の取りつけ道路の問題

につきましても、どうもレクチャーを受けて聞

いておりますと、県の方も停滞をしたままにな

っておるようでございますので、大洲市に合併

をしたということを機会に、職員もかれこれ優

秀な職員もおるわけですから、一緒になってそ

こら辺の問題解決を私みずからも足を運んで、

ひとつ物を動かしていかないといけないんじゃ

ないかというふうに思っておるところでござい

まして、関係議員さんは特にこの問題一番気を

煩わせておることだろうと思いますんで、私の

方も鋭意今後取り組んで、また勉強をして前向

きにやっていきたいと思っておりますので、ま

た御支援をよろしくお願いしたらと思います。 

 以上でございます。 

○田中堅太郎議長 再質問はありませんか。 

 次に、梅木良照議員の発言を許します。 

○１番梅木良照議員 議長 

○田中堅太郎議長 梅木良照議員 

〔１番 梅木良照議員 登壇〕 

○１番梅木良照議員 議長のお許しをいただき

ましたので、通告いたしております項目につい

て河辺会派を代表して質問させていただきま

す。 

 その前に、大森市長の新大洲市長就任おめで

とうございます。長引く景気不況下にあって、
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地方交付税の減額、税収の減額など財源不足に

悩む市運営を託されたわけですから、片時も頭

の休まるときはないかと思いますが、強力なリ

ーダーシップを発揮され、安全で安心して暮ら

せる日本一の大洲市づくりを期待してやみませ

ん。 

 さて、在任特例中の議会は、合併に伴う財源

効率化のための議員任期のみがクローズアップ

されていますが、在職しております議員は、こ

の合併により旧町村は果たしてこれからどうな

るのか、どう市長が進められていかれようとさ

れているのか見きわめる重要な任務があること

も忘れてはなりません。 

 特に、本議会に参加するのにも最長１時間

30分も要するそんなへんぴな旧河辺村で、本当

にこれから安全で安心して暮らしていけるのか

見きわめることは大変重要であると考えていま

す。 

 そして、合併した新大洲市が日本に誇れる大

洲市、活気があり、夢があり、交流があり、住

んでみたくなる大洲市、訪ねてみたくなる大洲

市になるためにはどうあるべきかの観点から質

問をさせていただきます。 

 まず、山鳥坂ダム建設に伴うつけかえ県道の

早期着工についてお尋ねします。 

 この件につきましては、市長所信表明演説の

中で、上流域の心情を十分酌み取っていただい

た所信表明があり、市長の所信、理解いたした

ところでありますが、この二十数年間黙って耐

えに耐えてきた上流域の心情を公式の場でお伝

えし、さらなる御理解をいただきたいとの思い

から質問をさせていただきます。 

 河辺川ダム建設問題が俎上に上って以来二十

数年間、県道小田河辺大洲線は肱川町京造から

橡の木瀬の間約８キロの区間は、ダム建設のつ

けかえ道路として計画されているため、全くと

言っていいほど手つかずの状態であること、市

長も今回の選挙期間中に十分御認識をいただい

たことだと思います。 

 河辺町住民だれもがダムを歓迎しているもの

ではありませんし、できればダム建設はない方

がいいと思っている人が大半であります。松山

市などへの利水が計画されたダム建設計画時

は、広域的、人道的見地からダム建設に賛成で

はないがやむを得ないとの思いで理解を示して

きました。 

 また、利水がなくなり治水だけとなった今日

も、旧大洲市、旧長浜町の治水対策に不可欠で

ある肱川水系河川整備計画に理解を示している

ところであります。 

 しかしながら、昨年の台風災害で何回も何日

も陸の孤島化した状況から、河辺住民一同堪忍

袋の緒が切れる状況にあります。 

 今回の市長選挙で大森市長は、このつけかえ

県道について最優先で取り組むことの公約を掲

げられました。私も公開討論や街頭演説で述べ

られます公約に多大の期待を抱きました。もち

ろん国・県が主体の工事でありますから、市長

の思いどおりにならないことも十分承知いたし

ておりますが、市長みずからが先頭に立ってい

ただき、この実現を図っていただきたいと切望

いたします。 

 今回の市長選挙で山鳥坂ダム建設が盛り込ま

れた肱川水系河川整備計画の推進を公約された

候補の得票が２万2,892票、ダム建設を前提と

しない候補の得票が8,306票、有効投票の実に

73.4％の市民が山鳥坂ダム建設を盛り込んだ肱

川水系河川整備計画を一日も早く実現してほし

いと望んだ結果であります。大森市長の強力な

リーダーシップのもと、このつけかえ県道が一

日も早く着工できますことを切望いたします。 

 そこで、公式の場で山鳥坂ダム建設に伴うつ

けかえ県道の早期着工について市長の所信をお

聞かせいただきたい。 

 次に、大洲ブランドの確立についてお尋ねし

ます。 

 歴史的由緒ある大洲市、合併に当たっても大

半の人が市名の変更を望まなかったすばらしい
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名前であると思います。しかしながら、私の個

人的感覚では、大洲市名は全国的にはまだマイ

ナーで、どちらかといえば名前においては隣の

内子町に一歩おくれをとっているように感じま

す。 

 新大洲市は内子町の隣の市であってはなりま

せん。大洲市の隣が内子町にならなければなり

ません。私は大洲市民として誇りを持つために

も、このことを実現いたしたいし、ぜひ実現し

ていただきたいと思います。ぜひとも市長を先

頭に市民の協力を得、大洲市を全国ブランド、

メジャーにしようではありませんか。 

 そこで、具体的にお聞かせいただきたいので

すが、私も大洲史談会の一員で歴史上の人物に

興味がありますが、大森市長は大洲史談会の会

員で歴史に興味と造詣が深い市長でありますの

で、大洲市には日本初の電信実験に成功した三

瀬諸渕を初め、中江藤樹、盤珪禅師、矢野玄

道、山本尚徳など歴史上全国に誇れる素材がた

くさんあり、この素材に興味を持たれているこ

とと思います。このような歴史上のすばらしい

素材を活用したまちづくりにお考えがおありで

したらお聞かせいただきたい。 

 また、大森市長は韓国とも太い人脈をお持ち

で、徳森の平公民館には姜沆の皇帝の子孫、韓

国書道会の重鎮シンコウとお読みするのでしょ

うか、その方の揮毫された知行合一の書を寄贈

されており、その人脈をぜひ生かして姉妹都市

提携などもぜひ実現していただきたいと考えま

すが、市長のお考えはいかがでしょうか。 

 特に今回ぜひ市長にお願いし、お考えをお聞

かせいただきたいのは、旧河辺村で実施してい

たわらじで歩こう坂本龍馬脱藩の道のイベント

を、将来とも継続していただきたいということ

です。御承知のとおり、坂本龍馬の名前はメジ

ャーで、そのファンは全国では相当なものがあ

ります。毎年全国龍馬ファンの集いが龍馬ゆか

りの地で開催されております。私も高知はもち

ろん東京、北海道、熊本など参加してきました

が、熱狂的なファンに圧倒されました。 

 幸いこの合併により伊予藩内の坂本龍馬脱藩

の道の大半が大洲にあることになります。この

坂本龍馬を生かしたイベントは長浜町でも開催

され、好評を博したところです。ことしは坂本

龍馬生誕170年で、全国各地で生誕170年記念イ

ベントが開催されます。時間が許されるなら、

10月15日、16日の高知での全国龍馬ファンの集

いにぜひ坂本龍馬ゆかりの市長として参加して

いただき、大洲市をアピールしていただきたい

ところです。 

 17回目となりますわらじで歩こう坂本龍馬脱

藩の道のイベントは、全国の龍馬ファンには名

の知れたイベントになりました。ぜひ将来にわ

たっての継続に御理解ある答弁を期待するもの

であります。 

 また、河辺村でも10年前に第６回の全国龍馬

ファンの集いを開催しましたが、申し込みが殺

到し、河辺と肱川町の宿泊所のキャパシティー

の関係で申し込みをお断りする方で大変苦労い

たしました。ぜひ市長の任期中に大洲で全国龍

馬ファンの集いを開催していただければ、一挙

に大洲市の名前を全国に発信できること間違い

ありません。 

 大洲市のキャパシティーがどの程度か承知し

ておりませんが、何百人が集う龍馬ファンの集

いは、大洲市のＰＲに、活性化に相当の効果が

あり、開催に値するイベントです。全国龍馬フ

ァンの集いの開催についてぜひ前向きに御検討

いただきたいし、現時点での市長のお考えがお

ありのようでしたらお聞かせいただきたいと思

います。 

 最後に、地域イントラネットへの接続につい

てお尋ねします。 

 合併に伴う平成15年度に整備された地域イン

トラネット基盤整備事業により、市内の各公共

施設が高速回線で結ばれ、高度情報化に向けて

大きく前進しましたが、残念ながら市民と市役

所、市民と公共施設はこの回線は現在利用でき
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ません。電子政府、電子自治体が現実味を帯び

つつある現在、高度情報化に対応するまちづく

りは欠かせません。 

 合併で最も格差の大きいのは、交通通信体系

ですが、交通につきましては、最初に質問いた

しました県の解決でありますし、通信について

は、インターネット接続環境の改善が最も優先

されるべきと考えます。 

 情報格差是正と住民サービスの向上の観点か

ら、莫大な費用をかけて整備したこの回線を市

民が利用できるよう整備されるおつもりはない

かお聞かせいただきたいと思います。 

 以上、市当局の前向きな御答弁を期待いたし

まして私の質問を終わります。 

○大森隆雄市長 議長 

○田中堅太郎議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 梅木議員さんの御質問にお答

えいたします前に、関連がございますので、特

別交付税の御礼かたがた御報告をしたいと思い

ます。 

 特別交付税についてでありますが、当市にお

きましては、昨年の相次ぐ台風災害等により甚

大な被害を受け、財政的にも多大な影響があっ

たわけでありますが、中越地震を初め全国的に

も甚大な被害が発生しており、今年度の特別交

付税額の確保について大変憂慮をしておりまし

た。このことから、当市の特別事情をもとに

国・県との連絡を密にしながら、３月４日に総

務省や山本副大臣を初め関係国会議員に陳情を

申し上げました。その確保に努力してきたとこ

ろであります。 

 なお、西田前代議士にも大変御心配を煩わし

たものであります。その結果、平成16年度の交

付額は18億2,049万6,000円の内示を受けたとこ

ろでありまして、これは対前年度比4.8％の増

となるものであります。交付税全体が大幅に削

減となる現況の中で、このような交付税が確保

できましたことについて、関係各位の御協力、

御支援に厚く厚く御礼を申し上げる次第であり

ます。 

 なお、昨年度の交付額は17億3,697万6,000円

でございましたので、先ほど言いましたよう

に、8,352万円増の4.8％増という実績がとれた

わけでございます。まことにありがとうござい

ました。まず御報告をしておきます。 

 それでは、梅木議員さんのお尋ねの件でござ

いますが、山鳥坂ダム建設に伴うつけかえ県道

の早期着工について。主要地方道小田河辺大洲

線は、国道197号からの入り口である鹿野川大

橋から約1.1キロメートル及び旧河辺村に近い

最上流部の0.6キロメートルを県道改良として

愛媛県が施行することになっております。 

 また、ダムサイトに近い中間の区間約6.4キ

ロメートルは国が施行することで、国・県それ

ぞれ測量設計等が進められております。国の施

行区間につきましては、アセスが終了次第着手

される予定と伺っております。県区間につきま

しては、まず上流約0.6キロメートルの測量を

実施され、平成17年度より工事に着手される予

定と伺っております。 

 なお、鹿野川大橋からの約1.1キロメートル

の鹿野川工区につきましては、早期に着手でき

るよう地元住民の理解と御協力を得られるよう

関係機関と連携しながら、本市といたしまして

も最大限努力したいと考えておるところでござ

います。 

 つけかえ県道につきましては、肱川、河辺両

地区に住まわれる皆様が毎日利用される生活道

路でございますので、工事用道路としても今回

非常に利用される観点から、早期着工ができる

よう全力を傾けたいと考えております。議員さ

ん各位におかれましても、先ほども申し上げま

したように、御協力、御支援を殊のほかお願い

を申し上げたいと思っておる次第でございま

す。 

 次に、大洲ブランドの確立についてでござい

ますが、歴史上の素材を活用したまちづくりに
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ついてという御質問でございます。 

 大洲市は古くから文化の薫り高い土壌にあ

り、市内には幅広く古代から近代に至る間の貴

重な遺跡や文化遺産、そして歴史を支えてきた

大洲ゆかりの偉人の生家や関連の施設等、その

足跡が各所に残されております。 

 御指摘のとおり、歴史上の人物とこの大洲の

地のかかわりはとても貴重なものでございまし

て、中でも中江藤樹先生の遺徳は、没後３世紀

半を経ても脈々と市民に受け継がれておりまし

て、藤樹先生をしのんでさまざまな行事や交流

が現在も行われております。 

 中江藤樹先生の生誕の地でございます滋賀県

高島市安曇川町さらには鳥取県米子市との交流

事業を行っており、お互いの町を訪ねる旅や物

産等の交流販売、小学生の交流事業などを実施

して広域的な取り組みを現在行っております。 

 今後も歴史的な先人たちの教えや偉業を活用

しながら、全国発信のできる取り組みを行い、

観光振興につなげることのできるまちづくり事

業やブランド化を目指し、努力してまいりたい

と考えておりますので、御理解をいただきます

ようお願いいたします。 

 次に、韓国との姉妹都市提携についてという

ことでございますが、本市と韓国霊光郡の交流

につきましては、旧大洲市におきまして平成２

年３月に儒学者姜沆の顕彰碑が大洲市民会館の

一角に建立されたのを機に始まったものでござ

います。両国の姜沆顕彰事業等における行政交

流を中心に友好親善を図ってまいりました。 

 また、民間交流につきましては、大洲青年会

議所と霊光青年会議所との友好提携や子供たち

のサッカー交流など、市民レベルでの交流も行

われてきたところであり、市といたしまして

も、これらの交流事業に対し補助金を一部交付

するなど、その支援に努めているところでござ

います。 

 今回の合併によりまして大洲市はその枠組み

を新たにいたしましたが、儒学者姜沆について

は顕彰すべき人物であることに変わりはなく、

また姜沆生誕の地霊光郡との友好関係につきま

しても同様であると考えております。 

 合併協議におきましては、国際交流について

は現行のまま新市に引き継ぎ、新市において事

業内容等を調整することとなっておりますの

で、今後とも広く市民交流などを視野に入れな

がら友好関係を継続してまいりたいと考えてお

ります。 

 御承知のように、国際交流につきましては、

国内の交流とはやや異なり、文化や歴史観の違

い等により交流の難しさも経験してございます

ので、友好提携につきましては、お互いの理解

を深めながら検討を進めてまいりたいと考えて

おります。 

 それから、坂本龍馬の件でございますが、言

われましたように、脱藩の道の関係が大洲市内

にあるわけでございまして、生誕170周年とい

うことで高知も行ってみてはどうぞという御意

見でございますが、日程的に可能でございまし

たら私も司馬遼太郎先生の本も読んで承知をし

ておりますので、ぜひまた顔を出して、そうい

うことも含めて今後全国レベルでのアピールで

きることという一つになると思いますんで、前

向きに検討をしていきたいというふうに思って

おります。 

 以上、御答弁とさせていただきます。 

○小島健市企画財政部長 議長 

○田中堅太郎議長 小島企画財政部長 

〔小島健市企画財政部長 登壇〕 

○小島健市企画財政部長 それでは、坂本龍馬

のイベント関係、それと地域イントラネットに

関する御質問にお答えをいたします。 

 初めに、わらじで歩こう坂本龍馬脱藩の道イ

ベントの継続について申し上げます。 

 まず、合併協議におけます調整方針では、合

併前の４市町村において実施してきた観光とか

健康づくり等に関するイベントについては、現

行のまま新市に引き継ぐことを決定しておりま
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す。 

 このわらじで歩こう坂本龍馬脱藩の道イベン

トにつきましては、旧河辺村におきまして平成

元年から16年間実施されておりまして、多くの

龍馬ファンから親しまれ、すばらしいイベント

として定着をいたしております。新市におきま

しても、このイベントを引き継ぎまして、坂本

龍馬脱藩の道保存会の方々を初め、関係団体等

の御協力、御支援をいただきながら今後とも継

続して実施していくことといたしております。 

 次に、全国的なイベントであります全国龍馬

ファンの集いにつきましては、全国の龍馬会が

組織する９つのブロックごとに毎年開催をされ

ております。そのうち２年に１回は高知で開催

されるというふうに聞いております。このこと

から、平成17年度は高知市で開催される予定で

ございますが、当市での実施計画につきまして

は、予算また宿泊施設の問題、実施体制づくり

など、いろいろな方面からの条件の整備が必要

になると考えております。したがいまして、今

後よく検討を行ってまいりたいと考えておりま

すので、御理解をいただきたいと存じます。 

 次に、地域イントラネットの整備についてお

答えをいたします。 

 地域イントラネットにつきましては、４市町

村の合併に伴いまして、総務省の補助を受けて

整備したものであります。本庁、この庁舎です

が、本庁と支所間を初め、公民館、小・中学

校、またその他の出先機関など合わせて97カ所

の公共施設を光ケーブルで接続をしておりま

す。 

 この事業は、地域住民の皆様が日ごろ利用さ

れます公共施設を光ケーブルでネットワーク化

することによりまして、これまで以上に地域の

距離感とか情報格差をなくしていこうとするも

のでございます。この事業によりまして、旧町

村役場と同様に各支所において新市一律の窓口

業務などの住民サービスが可能となっているも

のでございます。 

 また、本日のような議会中継をします議会中

継システムとか行政相談システムなどの整備に

よりまして、支所等において行政サービスの向

上にも努めているところでございます。 

 しかしながら、議員さん御指摘のように、住

民の皆様がこのサービスを利用していただくに

は、支所とか最寄りの公共施設まで出向いてい

ただく必要があるわけでございます。 

 そこで、御質問のありました各家庭から直接

イントラネットにアクセスできるように整備で

きないかということでございますが、現段階と

いたしましては、約12億円をかけて整備をいた

しましたこの地域イントラネットによりますシ

ステム機能の充実などによりまして、より多く

の皆様に御利用していただけるように努めてま

いりたいと考えております。 

 合併後の情報通信の格差の是正、それとか高

度情報化への対応につきましては、新市建設計

画の中においても重要な施策として位置づけを

いたしております。各家庭まで光ケーブルを整

備するには莫大な費用が見込まれまして、維持

管理面とともにその財源の確保が大きな課題に

なるものでございます。 

 したがいまして、これら情報基盤の整備につ

きましては、民間活力の導入また通信事業者へ

の支援策も含めまして今後慎重に検討を進めて

まいりたいと考えております。どうか御理解を

いただきますようにお願いを申し上げましてお

答えといたします。 

○田中堅太郎議長 再質問はありませんか。 

 次に、二宮淳議員の発言を許します。 

○６番二宮淳議員 議長 

○田中堅太郎議長 二宮淳議員 

〔６番 二宮淳議員 登壇〕 

○６番二宮淳議員 合併による新しい市の初回

定例議会に質問の機会を与えられて感激をし、

また興奮しておりますので、脱線するかもしれ

ませんが、財政問題について質問を申し上げま

す。 

－33－ 



 先ほどの中野寛之議員の質問と私重複する部

分がありまして、それに関しては省略して質問

をいたします。 

 まず、今回の市長選の御当選をお喜び申し上

げます。しかし、進まれる道は決して平たんで

はないと思います。何はともあれ５万2,000の

市民の長として４年間はもろもろの問題に真正

面から取り組まれるわけでありますが、特に喫

緊の課題は財政の建て直しであります。 

 公約また施政方針演説でも財政再建をうたわ

れておりました。しかし、その中身というもの

がいまひとつ伝わってきません。一般会計だけ

でも373億円もの借金があり、その他土地開発

公社等の赤字を含めると約420億円もの借金が

あるわけであります。 

 このようになった原因は、二十数年の議員生

活と議長という要職におられた市長自身が、議

員として市政のチェック機関という立場におら

れながら、その機能を発揮できなかったという

ようなことではなかろうかと思います。そのこ

とは市長自身よく理解されていると思います

が、その責任の一端をどう感じられておるので

しょうか。 

 市長の給与を10％削減されるというふうに言

われておりましたが、そんな生半可なことでは

いけません。新居浜の市長さんのように50％と

は申しませんが、もっと踏み込んだ削減が必要

ではないでしょうか。心を鬼にして市職員の給

与、議員の報酬、人員削減等、切り込まなけれ

ばならない切羽詰った状態ではないでしょう

か。苦しいとは思いますが、現状に誠意を持っ

て訴えるならば、必ず道は開け、冷静に受けと

められるでしょう。 

 とにかく基本は、入るを図って出るを制すで

あります。今回提出された一般会計予算も前年

度よりは11％減になっております。合併当初の

厳しい骨格予算で、再建の意気込みはうかがえ

ますが、その説明は総花的で無難なものに終始

しており、ここが再建のための改革だという強

いインパクトがないように思えてなりません。

私の勉強不足かもしれませんが、いかがでしょ

うか。 

 将来血を通わせ肉をつけるという美名のも

と、客観的にむだと見られる補正はいかなる場

合でもやってはならないことを肝に銘じていた

だきたいものであります。 

 しかし、ネガティブな考えでは何もできな

く、ポジティブな姿勢こそ必要であります。し

っかり大地に根をおろし、市民の目線で頑張っ

ていただくことをお願い申し上げます。 

 続きまして、長浜地区の小学校の給食につい

てお伺いいたします。 

 長浜中学校ではやっと昨年給食が実現いたし

ました。小学校ではまだ行われておりません。

市民平等の原則から、このような現状はできる

限り早期に解決せねばならないと思います。旧

長浜町時代にこの中学校からセンターとして小

学校に配膳できないかを検討していただいたこ

とがありますが、いかんせん自校式のためにで

きないとの返答でございました。合併を機にそ

れがまたできないかを再考いただけたらと思い

ます。 

 市長も公約で長浜地区小学校の給食実現を掲

げられておりました。では、実際いつからどの

ような方式で実現をされようとしておられるの

かお教えいただけたら幸いに思います。 

 以上で私の質問を終わります。 

○大森隆雄市長 議長 

○田中堅太郎議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 それでは、ただいまの二宮議

員の御質問にお答えいたしたいと思います。 

 財政についてでございますが、現在小泉首相

による聖域なき構造改革の一環として国から地

方への財源の移譲、国庫補助負担金の削減、地

方交付税の見直しを一体的に行う三位一体改革

が推進され、地方はまさに改革の時代を迎えて

おります。 
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 改革の時代の中、地方交付税の財源保障機能

の縮減等が進められた結果、地方自治体の財政

は急速に悪化し、少子・高齢化社会が進展する

過疎地などにおいては、まさに危機的な状況と

なっております。 

 大洲市の現状といたしましても、旧大洲市を

初めとする旧４市町村は、自主財源にまことに

乏しく、いずれも地方交付税を主たる財源とし

て行政運営を行ってきております。改革の波が

直撃し、現在厳しい財政運営を強いられてお

り、先ほどのお話のとおりでございます。 

 地方債の残高につきましては、一般会計では

平成16年度末約373億円と見込まれておりま

す。一方、一般会計当初予算で計上いたしまし

た公債費、起債の元利償還金のうち元金の償還

額は39億6,000万円となっております。 

 仮定の話といたしまして新規発行がなかった

ものと計算してみますと、毎年元金を40億円償

還いたしますと、10年余りで現在の地方債をす

べて償還できることになります。 

 しかし、新市のまちづくりに向かって新市建

設計画に掲げる事業や生活道路、農林業の生産

基盤など社会資本整備のための財源として起債

の活用は欠かすことができません。 

 また一方では、新市の今年度の公債費比率は

20％を超えると見込まれておりまして、公債費

による新市財政への負担は非常に高くなってき

ております。このため、必要な起債の発行と償

還額のバランスを図り、総枠で新規起債発行を

管理するなど、きめ細かく慎重な財政運営が求

められております。 

 今後の財政運営や次世代への負担を考慮する

と、新規の起債発行は可能な限り抑制していく

必要があると考えておりますが、今後の起債管

理につきましては、毎年度の収支バランスの維

持や中・長期的な視点により慎重に行ってまい

りたいと考えております。 

 将来にわたる財政の健全性を維持するため全

力を傾けてまいりたいと考えておりますので、

御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げ

たいと思います。 

 先ほど議員さん言われたとおりでございまし

て、しかしながらいろいろ各地域から上がって

まいります事業を全然やらんわけにはまいりま

せんので、その辺のところで非常に苦慮してい

く問題が起きておると思っております。 

 それから、塩漬け財産等につきましても、じ

ゃあ今どういうことにということを即座に明快

にということもまだかなわん点があるわけです

が、一つの構想としては、やはり民間の方々の

ノウハウもお借りして、その手法については、

早く断ち切っていきませんと金利がかなりかか

っとるわけでございまして、おまえ26年もおっ

てそこら辺は怠慢じゃないかというお話がござ

いましたが、言われてみれば何ぼかはあろうと

思います。思いますがしかし、こういう立場に

なりますとなかなかそうは言うが大変だなと思

いつつやっておるのがこの１カ月でございまし

て、また攻守ところを変えて懸命に頑張って、

言ったことは、この１期４年間で目鼻がつくよ

うに頑張っていきたいという気持ちで日々精進

しておりますので、またその辺のところは御寛

容をいただき、またこういう方法はどうぞとい

うことがございましたら、知恵を授けていただ

きましたならば、謙虚に聞かせてもらいなが

ら、この問題は本当新大洲市にとって大変な問

題でございます。これはもう人ごとではござい

ませんので、そういう気持ちでおりますので、

どうぞひとつよろしくお願いしたらと思ってお

ります。 

○叶本正教育長 議長 

○田中堅太郎議長 叶本教育長 

〔叶本正教育長 登壇〕 

○叶本正教育長 長浜地区小学校の給食につい

てお答えをいたします。 

 食べることに関する教育いわゆる食育は、教

育上大変大切なものであります。知育、徳育、

体育の根幹をなすものと思っております。学校
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給食が実施できれば、この食育につきましても

実践的な教育ができるものと考えており、その

重要性は十分認識いたしております。 

 長浜中学校の学校給食につきましては、平成

16年度より自校方式で実施しているところであ

りますが、一方御指摘の小学校の学校給食の実

施につきましては、いまだ実施していない状況

であります。 

 全小学校の実施につきましては、今後事業効

果や効率などを含め、大洲市における給食セン

ター整備及び配食計画を検討した上で実施をし

てまいりたいと考えておりますので、御理解を

いただきたいと思います。 

 以上です。 

○田中堅太郎議長 再質問はありませんか。 

○６番二宮淳議員 議長 

○田中堅太郎議長 二宮議員 

〔６番 二宮淳議員 登壇〕 

○６番二宮淳議員 市長の御答弁があったわけ

ですけれども、給与に関してまだ御回答ないよ

うに思いますけれども、10％と言われておりま

したが、実際特別職含めて何％ぐらい削減した

いというお考えがあるのか、お聞かせいただき

たいと思います。 

○大森隆雄市長 議長 

○田中堅太郎議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 落としておりまして申しわけ

ございません。報酬審議委員さんの委嘱をまず

し、今議会の最終日に提案したいと思っており

ます。私を含めまして四役10％をめどに、いろ

いろ御議論はあろうと思うんですが、まず手始

めに私から襟を正して、そしてあと特別委員会

もやっていただいておりますが、議員さん方も

総枠で少し協力してもらい、またなおかつ最終

的には職員の方々も、県下や全国にも事例がご

ざいますので、2.5になるか３％になるか、そ

の辺ぐらいのやっぱりお願いはぜひ代表の方と

も話をさせてもらって、こういう時代でござい

ますんで、民間は大変厳しい中で頑張っておら

れます、公務員だけが親方日の丸ではいけんと

いうふうに思っております。ということで、補

助金あたりの見直しも含めましてその辺はやっ

ていきたいと、このように思っておる次第でご

ざいます。 

 意のあるところをお酌み取りいただいて、十

分ではないと思いますが、しかし取り組む姿勢

だけはそういうことで具体的にお示しをしたい

という意気込みでございます。 

 以上でございます。 

○田中堅太郎議長 再々質問はありませんか。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○田中堅太郎議長 それでは、これよりしばら

く休憩といたします。 

 午後１時から会議を開きます。 

午前11時36分 休 憩 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

午後１時00分 再 開 

○田中堅太郎議長 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○田中堅太郎議長 次に下岡節久議員の発言を

許します。 

○18番下岡節久議員 議長 

○田中堅太郎議長 下岡節久議員 

〔18番 下岡節久議員 登壇〕 

○18番下岡節久議員 それでは、私は新大洲市

が発足して第３回の大洲定例会において、新市

が抱えております諸問題等について質問をして

まいりたいと考えます。 

 まず、２月13日に実施された市長選挙におい

て当選されました大森市長にお祝いを申し上げ

ます。おめでとうございました。 

 市民の負託にこたえるべく若い力を十二分に

発揮され、新市の土台づくりにその力量を発揮

されますよう御期待を申し上げる次第でありま

す。 

 さて、１月11日に新大洲市が発足し、はや２
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カ月が経過しようとしています。新大洲市は５

万2,000人余りの人口と432平方キロメートルの

面積を有しております。私は合併がゴールでは

なく、新しい地域づくりのスタートだと考えて

おります。ですから、これからさまざまな問題

に直面し、それを乗り越えていかなければ、目

指す地域中核都市像は結べないと考えます。 

 県下でも近い将来21市町に合併されます。そ

の中で大洲の位置づけを明確にするためにも、

安全で安心して暮らせる地域づくりであり、ま

た若者が働く場所のある地域でなくてはなりま

せん。 

 少子・高齢化が急激な速度で進み、人口構成

が劇的な変化を見せる21世紀の日本にあって、

地域が自立し、その存在感を示すことは容易で

はないと承知しておりますが、それをしなけれ

ば地域間競争で残っていくことができないので

はないでしょうか。 

 市民が地域を誇りに思い、愛着を持って暮ら

すためには、住民、行政、議会が一体となって

諸問題の解決に当たらなければならないと思い

ます。 

 以上、申し上げました状況を踏まえて、通告

に基づき質問を行います。 

 まず最初に、財政問題についてお尋ねをいた

します。 

 国においては、ある意味で地方の財政を切り

捨てたかに見える三位一体改革を推し進めてお

ります。その成果は、地方にとってプラスは見

えず、マイナスのみが顕在化しており、地方自

治体も行政改革は避けて通れないと思われま

す。 

 三位一体改革は、地方分権を進めるため、地

方自治体の財政基盤や自立性の強い実現をする

ため、国から地方へ税源移譲、国庫補助負担金

の削減、地方交付税の見直しなどを一体的に行

うとされていますが、現在は国庫補助負担金の

削減のみが先行して、当初言われていた理想的

な改革とはほど遠い状況であります。 

 大洲市の一般会計における平成17年度当初予

算は212億円と、前年比11％の減となっており

ます。これは必要最小限の骨格予算であり、政

策予算は６月議会以降に調定されると聞いてお

ります。 

 このような状況下では、地方自治体は綱渡り

的財政運営を余儀なくされております。大洲市

の財政状況も極めて厳しい状況であることは皆

認識しておりますが、この厳しい状況下で財政

運営の基本的な考え方と今後の方向性について

お伺いをいたします。 

 １つ目には、三位一体改革の今後の動向とそ

れに対して大洲市の財政はどのような方策で臨

むのか。また、中・長期的な財政見通し、特に

抱えている多額の起債をどのように対応するの

か。 

 ２つ目には、税収、交付税の増加が期待でき

ない中で、新市の中では選択される事業も絞り

込まざるを得ないと思いますが、その基本方針

と市民にどのような形で理解を得ていくのかお

伺いをいたします。 

 次に、危機管理室の設置についてお伺いをい

たします。 

 危機管理室については、自然災害あるいはテ

ロ対策と、地方自治体から国に至るまでその重

要性が再認識されております。 

 私は台風16号の被害状況を見て、昨年の９月

議会の建設農林委員会の中で、危機管理を行う

セクションの位置付けを要望しておりました

が、早速に新設していただきましてまことにあ

りがとうございました。助役直属で横断的に機

能するように配慮してはありますが、いざ災害

等のときに、この機能が十分に発揮できるよう

に配慮をお願いいたします。 

 そこで、危機管理室で今後計画、実施される

次の諸点についてお伺いをいたします。 

 １つ目に、新市のハザードマップはどの範囲

で作成されるのか。また、新市のハザードマッ

プには昨年の台風の洪水のデータをどのような
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形で盛り込むのか。 

 ２つ目には、新市の地域防災計画は従前のも

のと違いは何か。また、どのような方法で市民

に周知するのかお聞かせください。 

 ３つ目には、新市の長浜地区では長い海岸線

を持っています。今後予想される南海地震によ

る津波対策をどのように考えているのかもお聞

かせください。 

 次に、教育問題についてお伺いをいたしま

す。 

 ことしに入りまたしても小学校で痛ましい事

故が次々起こっております。大阪の池田の事件

以来、学校の安全対策には配慮をいただいてお

ると思いますが、大洲市では具体的にどのよう

な方策をとられているのかお伺いをいたしま

す。 

 また、新大洲市となり、管轄する学校数は増

加していますが、新市でのいじめ、不登校の現

状をお聞かせください。いじめ、不登校を放置

すれば、大阪の例を引くまでもなく新たな問題

を引き起こす可能性もあるのでお尋ねをいたし

ます。 

 ３つ目は、政府は三位一体改革の一つとして

義務教育費の削減を考えているようですが、将

来を託す子供たちへの教育には十分な経費が必

要となります。経費も減額されるだろうと予想

されますが、それをどのような形でカバーして

教育を行っていくのかお伺いをいたします。 

 教育の問題の最後に、上須戒少年自然の家の

管理運営についてお聞きいたします。 

 この問題は、数年前から自然の家のトイレ、

ふろが古いため、都会育ちの子供たちには使い

づらいとの意見があり、改修すべく設計は済ん

でいると聞きましたが、ことしの当初予算にも

実施すべく予算はされておりません。平成15年

９月の私の質問に対し、児童・生徒の豊かな人

間性の育成を初め、大自然と触れ合い、たくま

しく生きる力を育てる上で、自然の家の利用は

大変貴重な体験学習の場になるという答弁があ

りました。これまでの経過と実施への考えをお

聞かせください。 

 次に、林業問題についてお伺いいたします。 

 昨年の台風で森林は大きな被害をこうむりま

した。その原因としては、必要な間伐を行って

いないなどの森林管理の不足も指摘されており

ますが、現実に大きな被害が起きております。 

 そこで、次の３点についてお伺いをいたしま

す。 

 被害を受けた森林への対応状況、特に山林の

復旧へ向けてどのような方策があるのか。ま

た、その対応状況について説明をお願いいたし

ます。 

 ２つ目に、災害に備えて森林保険があります

が、現実に昨年の台風被害の場合、どのくらい

保険で補てんされたのか、またあわせて加入状

況についてお答えを願います。 

 ３つ目に、市では災害復旧に向けて御尽力を

いただいておると思いますが、長浜、肱川、河

辺での被害の状況についてお聞かせください。 

 また、新市全体の森林災害の復旧状況につい

てもお答え願います。 

 最後に、その他市政全般について２点お伺い

をいたします。 

 まず最初は、阿蔵・高山用地問題についてで

あります。昨年９月の議会でも質問いたしまし

たので、その後の状況についてお尋ねをいたし

ます。 

 用地の簿価は既に数倍に膨れ上がっておりま

すので、何らかの手を打たないと将来大きな傷

とならないかと心配し、質問をいたしました。

その答弁の中で、課長、課長補佐級で阿蔵・高

山用地整備検討班会を設置し検討を重ねている

とのお答えがありましたが、その後の検討内

容、経過についてお聞かせください。 

 ２つ目には、在任特例について市長にお伺い

をいたします。 

 私は10カ月在任特例には反対し、早期自主解

散を求めるものであります。大多数の市民が
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10カ月の在任特例に反対の声が強い中、検討委

員会においては10カ月の在任特例は正当だなど

の意見が出ていますが、私は一日も早く定数

30の新議会を実施するのが市民の答え、考え、

また合併の目的にかなうものだと思いますが、

お考えをお聞かせください。 

 以上、５点について理事者の的確なお答えを

期待して質問を終わります。ありがとうござい

ました。 

○大森隆雄市長 議長 

○田中堅太郎議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 ただいまの下岡議員さんの御

質問にお答えいたします。 

 財政問題についてでございますが、基本的に

はもう議員さんの言われたとおりだと思ってお

ります。少々時間をいただきまして財政問題に

つきお答えをいたしたいと思います。 

 まず、財政運営の基本的な考え方と今後の方

向性について、次に三位一体改革の今後の動向

と大洲市の財政について、次に事業の絞り込み

について、以上３点についてお答えをさせてい

ただきます。 

 まず、財政運営の基本的な考え方といたしま

しては、今後の方向性また三位一体改革の今後

の動向と大洲市の財政の方策、財政見通しにつ

いてお答えをいたしたいと思います。 

 三位一体改革の概要につきましてでございま

すが、先ほど言われましたとおり、申し上げま

すと概要を、地方が決定すべきことは地方みず

からが決定するという地方自治本来の姿の実現

に向けて、国から地方への税源の移譲、国庫補

助負担金の削減、地方交付税の見直しを一体的

に行うものでございまして、その期間を平成

16年度から18年度の３カ年とするなど、平成

15年６月経済財政運営等構造改革に関する基本

方針2003において三位一体改革に関する方針が

示されております。 

 その骨子は、公共事業を含めた４兆円程度を

めどに国庫補助負担金を廃止、縮減する。地方

交付税の総額を抑制し、財源保障機能を縮小す

る。削減される補助金のうち、義務的経費は徹

底的な効率化を図った上で全額、その他は８割

程度を目安に税源移譲するなどとなっておりま

した。 

 平成16年度の改革でございますが、このよう

な方針のもとで国の平成16年度の予算編成等が

行われ、移譲税源の問題などさまざまな議論が

ありましたが、結局地方交付税の6.5％の大幅

な削減だけが突出し、また地方交付税の不足分

を補充する臨時財政対策債も28.6％削減され、

実質的な地方交付税の削減は対前年度比12％減

にもなる極めて不本意な内容となりました。 

 この地方交付税の大幅な削減により、全国の

自治体から財源不足を訴える悲鳴のような声が

上がり、旧大洲市などにおいても全国の自治体

と同様、平成16年度当初予算編成において財政

調整基金の取り崩しを行い、収支のバランスを

とってやっと維持した状態となっております。 

 平成17年度の三位一体改革についてでござい

ますが、平成16年度の猛省を踏まえて、地方が

一丸となって交渉した結果、平成17、18年度は

地方団体の安定的な財政運営に必要な地方交付

税など一般財源の総額を確保するとの合意とな

り、国の平成17年度予算編成等においても地方

交付税は対前年度比0.1％増と総額が確保され

ました。 

 しかしながら、この決着は平成16年度よりさ

らに悪くなることが回避されただけのことであ

り、平成19年度に予測されるさらなる改革への

準備期間として認識すべきであるとの指摘もさ

れており、地方自治体には本当に血を流す行財

政改革が求められております。 

 財政運営の基本と方向性についてでございま

すが、このような厳しい環境下、大洲市のよう

な財政基盤の脆弱な小規模自治体におきまして

は、三位一体改革に伴う地方交付税の縮減は極

めて重大な問題であります。厳しい環境がある
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からこそ全国各地で多くの自治体が市町村合併

による自衛措置をとったものと考えられます

が、新大洲市におきましても、行財政改革の実

施によりしっかりと現実の形で合併による効果

を発揮し、構造改革の波を受けとめられる財政

構造をつくり上げていくことが緊急の課題と考

えております。 

 財政が破綻いたしますと、必要最小限の行政

水準しか確保できず、市民サービスが極端に低

下し、市民の皆さんに大変御不便を強いること

になります。快適で住み続けたいと思えるまち

づくりのためには、安定した施策が実施できる

財政の維持が最も肝要であります。健全で安定

した財政を維持することは自治体運営の基本で

あり、健全な行財政運営に全力を傾注してまい

りたいと考えておる次第でございます。 

 財政見通しと地方債の問題につきましてでご

ざいますが、中・長期的な視点で堅実に財政運

営を行っていく必要があります。現在の国と地

方を取り巻く構造改革の波は、年ごとに制度が

変化をする過去の経験が役に立たないまさに改

革の時代の中にあります。 

 このため、まず変化に柔軟に対応できる財政

構造をつくり上げることが必要であると考えて

おります。そのためには、財政の硬直化を招く

公債費、人件費等の義務的な経費の割合をでき

るだけ抑え、財政の柔軟性を回復する必要があ

ります。特に公債費につきましては、午前中二

宮議員さんにお答えしたとおり、今後の財政運

営や次世代への負担を考慮すると、新規の起債

発行は可能な限り抑制せざるを得ない状況であ

り、起債の発行と償還額のバランスを図りなが

ら慎重できめ細かな起債の管理を行ってまいり

たいと考えております。 

 次に、事業の絞り込みについてでございます

が、厳しい財政環境下、事業の絞り込みの基本

方針と市民の皆様への理解をどう得るのかとの

お尋ねが第３点目にあったわけでございます

が、平成17年度の予算は、新市建設計画の基本

理念の実現に向けた新たなまちづくりのための

第一歩となる予算であり、新市建設計画の重点

施策を初め、合併協議会における協議結果及び

事務事業の一元化、調整結果の内容を指針とす

ることになります。当初予算は、申し上げまし

たように、骨格予算としておりますので、今後

新規事業または政策的経費は６月補正予算以降

で優先順位を勘案しながら肉づけを行ってまい

りたいと考えております。 

 しかしながら、厳しい財政状況の中、時代の

ニーズに合わせた施策の取捨選択も必要であ

り、議員さんを初め市民の皆様の声を集約しな

がら財政健全化への取り組みと市民の皆様が満

足される行政水準の維持とのバランスを極力図

ってまいりたいと考えております。 

 国と地方との行財政改革であります三位一体

改革のポイントは、地方がみずからの権限、責

任、財源で賄う割合をふやし、真に必要な行政

サービスを地方みずからの責任で自主的、効率

的に選択できる幅を拡大することであります。 

 大洲市におきましても、今後みずからの責任

で真に必要な行政サービスを選択しながら、少

子・高齢化社会への対応など、さまざまな行政

需要に対処しなければなりません。そのため、

さまざまな機会を通して市民ニーズの的確な把

握を行いながら、各種行財政改革の取り組みや

情報について、広報などあらゆる機会や手法に

より公開し、市民の皆様への理解を得るよう努

めてまいりたいと考えております。 

 以上、お答えといたします。 

 もう一つ、その他市政全般についての中で、

在任特例の問題お尋ねでございますんで、この

点だけ御答弁させていただきます。 

 下岡議員さんの御質問中、在任特例について

でございますが、午前中も中野議員さんへのお

答えの中で申し上げましたように、現在議員在

任特例検討特別委員会で慎重に検討がなされて

おりますので、賢明な御判断がなされるものと

思っております。 
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 合併協議の場におきましては、ともに確認を

してきた私の立場でございますので、その考え

を申し上げることはこの場では差し控えさせて

いただきたいと思っております。 

 ただ、行政コストの削減ということのみに目

を向けますならば、大変複雑な心境ではござい

ますが、下岡議員さんのお考えに異議を唱える

ものではございません。 

 以上、端的にお答えを申し上げて答弁にかえ

させていただきます。 

○首藤馨助役 議長 

○田中堅太郎議長 首藤助役 

〔首藤馨助役 登壇〕 

○首藤馨助役 下岡議員御質問の危機管理室の

設置に関する３件とその他市政全般に対します

阿蔵・高山用地の検討内容についてお答えをい

たします。 

 まず、新市ハザードマップの作成についてで

ございますが、洪水ハザードマップにつきまし

ては、水害時におけます被害を最小限度に食い

とめることを目的に、浸水情報、避難情報等の

各種情報をわかりやすく図面に表示するもので

ございます。平成７年の水害を教訓にいたしま

して、平成８年６月に初めて旧大洲市を対象と

した洪水ハザードマップを作成したところでご

ざいます。その後、激特事業によります堤防等

の改修工事が行われましたので、平成13年３月

に見直しを行っております。 

 旧長浜町におきましては、平成16年４月に土

砂災害等を含めた防災マップを作成しておると

ころでございます。 

 旧肱川町及び旧河辺村につきましては、洪水

被害が少ないということもございまして、作成

されていないのが現状でございます。 

 議員お尋ねのハザードマップはどの範囲で作

成するのかということでございますが、今回は

まだ作成されていない地域もありますので、基

本的には肱川本流をベースに、旧河辺村から旧

長浜町の河口までをカバーすることを前提に洪

水ハザードマップの作成を進めてまいりたいと

考えております。 

 また、昨年の洪水データはどのような形で盛

り込むのかということでございますが、平成７

年の水害よりも１メートル水位が上昇いたしま

した昨年の台風16号の浸水状況、これはハザー

ドマップの裏面に過去の水害履歴ということで

掲載をいたす予定にしております。 

 なお、レイアウト等詳細な内容につきまして

は、現在国土交通省、愛媛県、消防署等と協議

を重ねているところでございます。 

 次に、新市の地域防災計画についてお答えを

いたします。 

 地域防災計画は、災害対策基本法第42条の規

定に基づきまして、地域住民の生命、身体及び

財産を災害から保護することを目的に作成され

ておるものでございまして、水害や地震被害を

初め、さまざまな災害を対象に計画が策定され

ております。 

 議員お尋ねの新市の地域防災計画と従前の計

画との相違点につきましては、御承知のとお

り、従前の計画では旧市町村がそれぞれ災害対

策本部を設置いたしまして、災害等の対策を講

じてきたわけでございますが、新市になります

と、まず災害対策本部を本庁に設置いたしまし

て、旧町村につきましては、各支所に災害対策

本部の支所を設置することといたしておるとこ

ろでございます。 

 このため、小規模災害におきましては、従前

のように旧市町村単位で対策を講じながら、本

部と連絡を密にすることにいたしておるわけで

ございます。しかし、大規模災害時におきまし

ては、組織の規模も拡大しておりますので、重

点的な配備が可能となります。全職員を総動員

して災害に対する応急対策や復旧、復興対策等

を強力に行うことができるものと考えておりま

す。 

 いずれにいたしましても、組織が規模拡大

し、行政エリアも拡大しておりますので、組織
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全体が十分に機能していくということが特に重

要であると考えております。そのため、新市の

地域防災計画におきましては、本部と支部との

連携がスムーズに行えるよう、従前の様式など

を統合するとともに、新たな情報収集、伝達等

のシステムをつくってまいりたいと、このよう

なことが必要であろうと考えておるところでご

ざいます。 

 また、災害時におきましては、数多くの情報

の中から必要なものを選び出して適切な指示を

与えていかなければならないというようなこと

がございますので、指揮命令系統に伝えるだけ

でなく、関係する部署、機関そして住民等への

その情報が伝わりまして、官民ともに共有でき

るシステムづくりについても検討していかなけ

ればならないと考えておるところでございま

す。 

 次に、地域防災計画の周知方法でございます

が、新市の地域防災計画につきましては、平成

17年度中に策定すると予定しております。市民

への周知につきましては、策定後早い時期に広

報「おおず」等を利用いたしまして周知してま

いりたいと考えておるところでございます。 

 次に、津波対策についてお答えをいたしま

す。 

 今世紀前半にも発生する可能性が指摘されて

おります南海地震における津波対策につきまし

て、まず旧長浜町の海岸線にどのような被害を

受ける可能性があるかと、具体的に予測するこ

とが津波対策の基本であると考えられるわけで

ございます。 

 既に国等におきましては、南海地震が発生し

た場合の津波のシミュレーション等を解析いた

しまして、その内容を発表をしております。旧

長浜町の場合、津波の高さは1.5メートルと想

定されております。これは大潮の平均満潮時の

水位が3.3メートルでございますので、加算い

たしますと、津波到着時点での高さは4.8メー

トルとなるわけでございます。そこで、最高

4.8メートル未満の地域につきましては、すべ

て浸水地域として設定をされております。 

 この積算をもとにいたしまして平成16年４月

に防災マップを作成されております。その中

で、津波による浸水地域と津波発生時の各地区

の避難場所等を掲載されまして、旧長浜町の全

世帯に配付し、住民には周知されているところ

でございます。 

 また、具体的な対策につきましては、地域防

災計画に基づきまして、津波警報が発表された

場合には、関係地区の住民や漁協、港湾関係

者、釣り人、遊泳者等に対しましてサイレンや

有線放送、広報車などであらゆる手段を講じま

して避難の勧告、指示を伝達するようにいたし

ておるところでございます。 

 次に、その他市政全般の中での阿蔵・高山の

用地についてお答えをいたします。 

 この土地利用につきましては、議員御質問の

とおり、関係する課の補佐級職員で構成されま

した整備検討班を平成15年11月に設置いたしま

して、整備課題や計画が予定されております公

共施設の洗い出し、また財政的観点から補助事

業や起債事業による財源確保等、より具体的な

整備方針を検討してまいっておるところでござ

います。 

 この検討結果につきましては、検討班より報

告を受けまして、昨年11月の開発公社役員会に

おいてその内容の説明を行っております。ま

た、旧大洲市議会の12月議会におきましても説

明をいたしましたが、調査の結果、老朽化が著

しく、早急な移転改築が必要な幸楽園あるいは

給食センター等の移転等が考えられますことか

ら、これら公共施設の用地の整備を図る必要が

あると考えております。 

 特に幸楽園移転敷地につきましては、用地の

確保について依頼がありましたことからも、で

きるだけ早く検討していきたいと考えておると

ころでございます。 

 また、市民が集い憩える多目的広場と水源涵
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養機能を備えた森林公園の整備、これにつきま

しては、市道大洲上須戒線に接続する幹線道路

整備もあわせて財政状況、これにつきましても

合併特例債等の有利な財源の確保を図りながら

計画を進めていく必要があると考えておるとこ

ろでございます。 

 またさらに、180坪程度の家庭菜園つきの住

宅用地の分譲計画につきましては、今後需要と

供給のバランスを十分に調査検討しながら、必

要に応じた整備を図りたいというふうに考えて

おるところでございます。 

 いずれにいたしましても、今後これらにつき

ましては新市建設計画の中に位置づけながら、

短期間の造成整備については財政的にも無理が

生じるというふうに考えております。内容を精

査し、段階的に整備を進めていきたいと考えて

おります。今後とも議員各位の御協力、御指導

をお願いをしたいと考えておるところでござい

ます。 

 以上、下岡議員の御質問のお答えといたしま

す。 

○小泉勝明建設農林部長 議長 

○田中堅太郎議長 小泉建設農林部長 

〔小泉勝明建設農林部長 登壇〕 

○小泉勝明建設農林部長 それでは、私の方か

らは林業問題についてお答えをいたします。 

 まず、長浜、肱川、河辺での被害状況からお

答えをいたします。昨年の台風による倒木等の

山林被害につきましては、新市全体で636カ

所、面積約273ヘクタールで、被害総額が推定

でございますが、約５億5,000万円となってお

ります。 

 このうち長浜地域における被害は、287カ

所、面積が約100ヘクタール、推定被害額約１

億8,000万円でございます。肱川地域におきま

しては、60カ所、面積が約20ヘクタール、推定

被害額は約１億円でございます。河辺地域で

は、80カ所、面積約13ヘクタール、推定被害額

は約6,200万円という状況であります。なお、

大洲地域におきましては、209カ所、面積約

140ヘクタール、推定被害額が約２億800万円と

なっております。 

 次に、山林の復旧に向けた対応でございます

が、昨年のたび重なる台風の襲来によりまし

て、主に杉、ヒノキの人工林において倒木等の

山林被害が発生いたしております。その面積

は、先ほど申し上げました新市全体で約273ヘ

クタールとなっております。被害を受けた山林

の復旧に向け、現在森林所有者や森林組合等に

よりまして倒木等が処理されております。 

 今後は引き続き倒木処理を進めた後、森林等

の経費を国が補助いたします造林事業、これら

の導入によりまして被害山林の復旧を支援して

まいりたいと考えております。 

 また、この造林事業の採択要件に満たない小

規模被害につきましては、市の単独事業により

対応したいと考えておりまして、現在森林組合

と協議検討中でございます。 

 さらに、林地崩壊につきましては、復旧治山

事業により林地回復に努めるとともに、林道災

害につきましては、市単独災害復旧事業をもっ

て対応している状況でございます。 

 現在、御承知のように、木材価格の長期低迷

などによりまして、林業経営は大変厳しく、山

林所有者の経営意欲も衰退している状況ではあ

りますが、今後におきましても長期的な視野に

立ちまして、県や森林組合などの関係機関と連

携いたしまして、林業振興のための補助事業を

積極的に導入し、森林整備の支援に努めるとと

もに、森林の持つ多様な機能が十分に発揮でき

ますよう取り組んでまいりたいと考えておると

ころでございます。 

 また、森林保険の状況についてでございます

が、森林国営保険につきましては、林野庁によ

り創設されたもので、森林を自然災害から守る

国の災害保障制度でございます。近年除伐や間

伐を行った山林については、山林災害対策とい

たしまして保険加入の推進に努めており、加入
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している林家へは被害に応じて保険金が支払わ

れることになっております。 

 本市におきますこの森林国営保険の加入件数

でございますが、現在5,739件で、契約面積は

2,264ヘクタールという状況でございます。こ

のうち昨年の台風被害により保険適用となりま

すものにつきましては、現在愛媛県森林組合連

合会において継続して調査中でございますが、

保険適用件数は約300件が見込まれておりま

す。また、昨年の台風による山林被害は県内各

地で発生しておりまして、調査及び保険金の算

定につきましていましばらく時間を要するもの

と予想されております。 

 安定的な林業経営のためには、損害の痛みを

和らげ、大切な財産を守ることができるよう万

が一に備えることが肝要でありまして、今後も

さらに加入促進に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 以上、お答えといたします。 

○三保禮三教育部長 議長 

○田中堅太郎議長 三保教育部長 

〔三保禮三教育部長 登壇〕 

○三保禮三教育部長 それでは、私の方からは

教育問題についてお答えをいたします。 

 まず最初に、学校の安全対策についてでござ

いますが、全国で発生をいたします学校への不

審者侵入に対しましては、大変憂慮をいたしま

すとともに、憤りを感じているところでござい

ます。学校に対しましては、その対策を講じる

ように指導、お願いをしているところでありま

す。 

 各学校においては、それぞれの実態に応じま

して対策を講じておりまして、危機管理マニュ

アルの策定、防犯教室や防犯訓練の実施、保護

者、地域関係機関との連携の強化、幼児・児

童・生徒に対する指導の充実など、さまざまな

取り組みをいたしております。 

 先日の寝屋川市での事件後も、それらにつき

まして再度各学校におきまして見直しをしてい

ただくようお願いをしたところでございます。 

 また、いつどこで何が起こるかわからない現

状でございますので、不審者の情報を早く把握

しておくことが大変大切なこととなります。 

 そこで、学校が不審者に対する情報を入手し

た場合には、すぐに教育委員会、警察署に通報

をするように、そしてそこから市内の各学校へ

情報を流しまして、その都度児童・生徒への指

導を行うようにそのような体制をとっていると

ころであります。 

 施設設備面につきましてでございますが、イ

ンターホンや非常警報の設置、フェンスや門扉

の取りつけなどにつきまして、順次進めている

ところでございます。 

 子供の安全確保を考えますときに、地域の皆

様の協力が大変必要と思いますので、地域の子

供たちは地域で守るんだと、そういう意識が広

がってまいりまして、安全確保の体制が整いま

すよう議員各位におかれましてもお力添えのほ

どをお願いする次第であります。 

 次に、いじめ、不登校の現状についてでござ

いますが、今年度平成17年３月１日現在で申し

上げますと、全部合わせまして新大洲市におけ

るいじめの件数でございますが、小学校は２

件、中学校で６件となっております。それもほ

とんど解決済みということになってございま

す。 

 一方、30日以上の欠席の不登校の児童・生徒

数は、小学校で６名、中学校で12名となってお

ります。 

 今申し上げましたように、当地方におきまし

ては、いじめはやや減少傾向になっておりまし

て、不登校につきましては、ピーク時でござい

ました平成13年度と比べますと、大変大幅に減

少をしております。 

 そこで、今出されております国・県の平均値

をかなり大きく下回っている状況にございま

す。このことにつきましては、大洲市いじめ問

題など対策委員会やふれあいスクール実行委員

－44－ 



会を中心といたしました研修会ですとか講演

会、校内における職員研修によりまして、不登

校の児童・生徒に対する教職員の対応の仕方に

共通理解と意識統一がなされたこと、それから

保護者におかれましても、親の会ですとか研修

会への参加を通しまして、子供に真剣に立ち向

かっていっていただく姿勢や態度が身について

きたことではないかと考えられると思います。 

 しかしながら、いじめにつきましては、教師

そのものがいじめを発見したという事例が少な

いというようなこと、それから不登校につきま

しては、保健室登校をしている子供たちがおっ

たりいたしまして、その予備軍と思われる児

童・生徒がいるというような課題もございます

ので、決して安心していられる状況ではござい

ません。今後とも児童・生徒の理解に努めまし

て、早期の適切な対応に心がけますとともに、

保護者や関係機関との連携を密にいたしまし

て、これらの問題に対応していきたい、このよ

うに考えているところでございます。 

 次に、義務教育費の削減問題について御質問

がございました。国庫補助負担金の廃止、縮

減、地方交付税の改革や税源移譲を進める三位

一体の改革の中で、先ほど議員さん言われまし

たように、義務教育費の国庫負担金についても

今協議をされている最中でございます。 

 議員さんも言われましたように、義務教育費

につきましては、次代の我が国を担う児童・生

徒を育成するための必要不可欠なものと私ども

認識をしておりまして、その協議の結果いかん

により本市教育の後退がないように十分な準備

が必要ではないかと考えているところでありま

す。 

 本市におきましては、大洲藩の時代から文教

奨励と中江藤樹先生の教えが継承されまして、

合併前の４市町村においても大洲地域ならでは

の文化が形成をされております。そういうこと

で、義務教育の中におきましてもこの流れを受

けまして、地域に根差した特色ある学校づくり

などを推進をしてまいりました。国、地方と

も、ともに厳しい財政にありますので、義務教

育におきましても創意工夫を生かした教育課程

の編成や学校の教育目標の実現状況を組織的、

計画的に評価をいたしまして、学校経営の改

善、充実に生かす取り組みが必要ではないかと

考えております。 

 引き続きまして本市教育の推進と新しい発想

での教育のあり方を追求してまいりますので、

何とぞ御理解の上、御支援を賜りますようお願

いをする次第であります。 

 最後に、大洲少年自然の家の管理運営につい

てお答えをしたいと思います。 

 大洲少年自然の家につきましては、議員さん

御指摘のとおり、年々老朽化が進んでおりま

す。それから、議員さんも言われましたよう

に、各学校を対象に実施をいたしました当施設

に関するアンケート調査の結果では、何といい

ましてもトイレの水洗化と浴室の改善について

本当に強い要望、御意見をいただいているとこ

ろでございます。 

 そこで、教育委員会といたしましては、従前

から便所棟と浴室棟の改修を計画をいたしまし

て早期に改修したい、このように考えておるん

でございますが、御存じのような財政需要の増

大によりまして改修を繰り延べしてきている現

状でございます。 

 しかしながら、先ほども言われましたよう

に、少年自然の家は児童・生徒の豊かな人間性

の育成を初め、大自然の中での心の触れ合いや

さらにはたくましく生きる力を育てる上で貴重

な体験活動の場となっておりますので、利用者

の利便性向上のため、今後できるだけ早い時期

に改修を当教育委員会としては行いたいと、こ

ういう考え方で進めておりますので、何とぞ御

理解をお願いをしたいと思います。 

 十分な答弁でなかったかもしれませんが、以

上答弁といたします。 

○田中堅太郎議長 再質問はありませんか。 
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○18番下岡節久議員 議長 

○田中堅太郎議長 下岡議員 

〔18番 下岡節久議員 登壇〕 

○18番下岡節久議員 ただいま教育問題につい

て、自然の家の管理運営について今御説明がご

ざいました。これは先ほど申しましたように、

平成15年９月の私の質問に対しての今答弁でご

ざいました。 

 これは教育委員会の方はそのようなことに思

っておられると思うんですけども、総務財政課

の方はどのように考えておられるのか、財政の

方にひとつ答えをお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○松田眞財政課長 議長 

○田中堅太郎議長 松田課長 

〔松田眞財政課長 登壇〕 

○松田眞財政課長 失礼をいたします。下岡議

員さんの御質問にお答えをさせていただきま

す。 

 教育委員会の方からは、今年度当初予算に少

年自然の家の改修費の要望がございまして、先

ほどから市長さんが申し上げられておりますよ

うに、今回は骨格予算ということで、政策的な

予算につきましては６月補正予算ということ

で、財政状況の歳入の状況、他の事業の優先順

位、そういったことを勘案しながら今後肉づけ

をしていくということでございますので、６月

補正予算以降、市長さんのお考えのもとそうい

った政策も実施されるような段取りになろうか

と考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○田中堅太郎議長 再々質問はありませんか。 

 以上で本日の質疑、質問を終わります。 

 これをもって本日の日程を終了いたしまし

た。 

 あす３月15日午前10時から本会議を開きま

す。 

 日程は、本日に引き続き第９号議案から第

27号議案及び第47号議案から第50号議案の議案

23件に対する質疑と市政全般に対する質問であ

ります。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○田中堅太郎議長 本日はこれにて散会いたし

ます。 

午後１時55分 散 会 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 
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